












































　以上のことから、2000 年代初期をピークとしながらも 21 世紀に入って以来、成人式の儀
式に伴う消費や振る舞いについて、メディアから継続して関心が持たれてきたといってよい。

















































7 　ジョルジュ・バタイユ （2003） 88 ページ。
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8  　同上、91 ページ。























は、CCT 研究は定性調査を行うマーケティング研究者にとってブランドになった 16 と指摘す








































17 　ナレシュ・K. マルホトラ（2006）114-115 ページ。
18 　Arnould, Eric J. and Thompson, Craig J.（2005）p.868.
19 　ibid., p.871.













　本稿でも平成の 30 年という時間軸を設定することで、 バブル経済とその後の新成人では成
人式に関する捉え方が変化していることに注目する。そして、社会的転換と成人式消費の変
遷がどのように関係するのか考察していきたい。
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陛下の即位20年の奉祝曲はEXILEであり、10年の奉祝曲は元X JAPANのYOSHIKIであり、








































25 　『朝日新聞』1992 年 1 月 16 日。
26 　『朝日新聞』1990 年 1 月 16 日。
表 1　平成の成人式に関する主な出来事
（出所） 朝木絵（2010）、林猛（2006）、『沖縄タイムス』1989 年 1 月 16 日、2003 年 1 月 17 日、2017 年 1 月 8 日、2018 年
1 月 8 日、『日経流通新聞』1991 年 5 月 28 日 、1999 年 9 月 21 日、『日本経済新聞』2018 年 1 月 27 日、『読売新聞』




















































船上で、新成人 191 人が出席して豪華な成人式」30 が行われたとされる。また、1999 年には、
「成人式はやっぱり、ビシッとしたスーツでという男性も多い。那覇市内の DC ブランドや紳
27 　『読売新聞』1995 年 1 月 16 日。
28 　筑紫哲也（2001）60 ページ。
29 　朝木絵（2010）。
30 　『読売新聞』1992 年 1 月 16 日。
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荒れる成人式消費に関する研究〜消費文化理論（CCT）の応用 （草野）

















性は、成人式に向けて 17 歳の時から、仲間 15 人と毎月 1 万円ずつを積み立ててきた。「街を
パレードするために車を 4 台用意。1 台は購入し、残り 3 台はレンタカー。先輩も借りてい








31 　『沖縄タイムス』1999 年 1 月 13 日。
32 　『沖縄タイムス』1999 年 1 月 13 日。
33 　『沖縄タイムス』2017 年 1 月 8 日。
34 　『琉球新報』2002 年１月 21 日。
35 　『沖縄タイムス＋プラス』2017 年 1 月 8 日。
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41 　同上、46 ページ。朝木は 2005 年以後、旗や横断幕を広げて国際通りを練り歩く新成人と警察官のも
み合いが徐々に恒例となりつつある、という。
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力行為の発生件数は全国平均で 4.2 件であるのに対して、沖縄は 3.7 件であり全国平均を下
回っており、校内暴力が多いわけではない。他方で、人口当たりの粗暴犯の発生件数（2016











































た。この事件では同一の中学校出身の新成人 11 人を含む 13 人が逮捕されている。沖縄県内
の成人式での 13 人という逮捕者数は過去 10 年で最多であるという。加えて新成人以外の 2
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